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施行箇所 矢板市長井地内
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設計

理由 市 長

実　施　設　計　書
道路改良工事（市道泉・長井１号線）分割２号

副 市 長

　道路改良 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　                  　　

　　道路土工  　　　　掘削工　　　　　　　　　　　　　　　　　　               V=664m3　　　　

　　石・ﾌﾞﾛｯｸ積(張)工 コンクリートブロック工（Coブロック積）　　　　　　　 　　A= 99m2

　　排水構造物工　　　管渠型側溝V型（縁石加工無300*300、一般部、集水部）　　　 L=39.2m 課 長

　　舗装工　　　　　　アスファルト舗装工（表層工）　　　　　　　　　　 　　　　A=287m2

Ｇ Ｌ

設 計 者

設計書用紙（甲） 　栃 木 県 矢 板 市

請負工事金額 金 円

　　  内   訳

工事価格 金 円

消費税相当額 金 円

予 算 額

査 定 額

設計額

請負額 前 設 計 額

請負率 請 負 額

設計額
に 対 す

る

請負率 増 減 額

矢板市国土強靭化地域計画に基づき
本工事を要する。

査　定　額

の
条件付
一般競
争入札

国・起債・市
限り

今回
変更

予　算　額

矢板市長井地内

R8.3.10

増減額

に対する

施工延長　L=21.5ｍ
設計概要

施工
方法

実施
前回

増 減 額

令和７年度

工期

理　　由



 

位 置 図 

工 事 名：道路改良工事（市道泉・長井１号線）分割２号 

工事箇所：矢板市長井地内 

施工延長 L=21.5m  



工程関係 ● 1

○ 2

～

○ 3

○ 4

　

○
○
○
○

○

○ 6

○ 7

用地関係 ○ 1

● 2

○ 3

～

● 4

○ 5

道路改良工事（市道泉・長井１号線）分割１号
令和７年７月４日～令和８年２月12日

令和　年　月　日 令和　年　月　日

　本工事の工期は出水期間（６月１日から10月31日）を含んでいる

　出水期間中は河川区域における工事は行ってはならないが、以下に示す工種等（以下に掲げ
る工種のうち●を記したもの）においてはこの限りではない。
　なお、この場合において、別途特記仕様書に記載する「出水期間中の現場管理及び施工」に係
る事項を遵守すること。

準備・後片付け（直接工事で計上するもの以外を対象とする。既設堤防の治水上の安全を下
げないよう留意すること）○

　仮設道路、仮設ヤード等の指定がある。

面 積 ：
期 間 ：

根固め（乱積み）工（河道内において製作している根固は出水時に流下阻害とならないこと
（型枠等含む））

河道掘削・浚渫工（河道の状況や河川特性を十分に留意すること）

天端舗装工（既設堤防の治水上の安全を下げないよう留意すること）
工事用道路工・管理用道路工（既設堤防の治水上の安全を下げないよう留意すること）
土砂運搬工（河道内の仮置土は出水時に流下阻害とならないこと）

　工事用地等に未処理部分があるので、監督職員と協議の上、立ち入り等を行うこと。

　その他　内容　：

出水期間中の工事の全部又は一部の施工の一時中止について
　出水期間については、受発注者で協議の上、工事の全部又は一部の施工を一時中止する手
続きを行うことが出来る。また、出水期間中に工事の全部又は一部の施工を一時中止した場合
において、契約工期の終期日の変更は行わない。
　但し受注者の責に帰すことが出来ない事由による工期の延長等についてはこの限りではない。

処理見込み時期　：

　本工事において、受注者が施工上必要とする営繕用地（受注者の現場事務所、休憩所、資材
置場、駐車場等）は、受注者自らが準備し、確保すること。

　また、その用地選定にあたっては原則民有地を確保することとし、民有地の確保が困難で、や
むを得ず官有地に設置等を計画する場合は、事前に監督職員と協議の上、占用申請等必要な
手続きを行うこと。

場 所 、 範 囲 ：

○

その他監督職員が承諾した工種

施工条件書
（●：適用する　　○：適用しない）

項　目 事 項

上記工事の工期　：

　関係機関等との協議の結果、次のとおり条件が付され、当該工事の工程に影響がある。又は、
関係機関等との協議に未成立のものがある。

そ の 他 ：

　本工事区間内には埋蔵文化財（または○○（県市）文化財）がある。そのため、工事着手前に
○○（県市）○○課との立会による確認が必要である。
　なお、工事中に遺構又は遺物等を発見した場合は、直ちに工事を中止し、速やかに監督職員
に報告すること。

関 係 機 関 等 ：

予定近接工事名：

協議成立見込 ：
施 工 方 法 ：
施 工 時 間 ：
施 工 時 期 ：
影 響 範 囲 ：

官地民地の別 ：

　他の工事の開始又は完了により、施工時期、全体工期等に影響がある。

役務費の有無 ：

　測量杭、境界杭等は、工事車両、建設機械等で動かさぬよう確実に養生すること。

令和　（　）年　月　日令和　（　）年　月　日

　その他　内容　：
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施工条件書
（●：適用する　　○：適用しない）

項　目 事 項

○ 1

○ 2

○ 3

○ 4

○ 5

○ 6

● 7

○ 8

○ 9

安全対策関係 ● 1

○ (1)

○ (2)

○ (3)

● （4）

日数 配置 人数 日数 配置 人数

1 34 1 34

2

3

人
人 人

対 象 工 種 ：
対 象 箇 所 ：
制 限 内 容 ：

対 象 箇 所 ：
時 期 ：
処 理 施 設 ：
排 水 場 所 ：

　当初計画と現場条件が異なった場合は、監督職員に報告し協議する。

　施工方法等において、公害防止の為の制限がある。

　本工事の着手前と完成後に、付近の家屋及び工作物等の外観調査を行い、工事による影響を
把握すること。なお、調査方法、範囲等については、監督職員と協議すること。

対 象 工 種 ：

　河川土工等で、河川を汚濁させる場合は事前に協議のうえ、その対策の措置を講ずること。

　濁水、湧水等の処理で特別な対策を必要とする。

栃木県公安委員会告示第54号で定める路線の場合

対 象 工 種 ：
対 象 箇 所 ：
制 限 内 容 ：

　その他　内容　：

　交通誘導警備員については、警備業法による警備員とし配置場所は監督職員と協議するもの
とする。

一般的な工事の場合

　一般の車両・歩行者の通行の影響を受けるため、交通誘導警備員を配置する必要がある。

　交通誘導警備員については、警備業法による警備員とし交通誘導警備業務（警備員等の検定
等に関する規則第1条第4号に規定する交通誘導警備業務をいう）に従事する交通誘導警備業
務に係る一級検定合格警備員又は二級検定合格警備員を１名以上配置しなければならない。ま
た、警備員の配置場所は監督職員と協議するものとする。

　工事の施工にあたっては、別添図面のとおり交通誘導警備員を配置し、一般交通等に支障を
及ぼさないように十分注意して施工するものとする。

区
分

昼間勤務　（8:00～17:00）
（うち交替要員○人）

図面により配置を指定した場合

交通誘導警備員Ａ
現場条件

　交通誘導警備員は下表のとおり見込んでいるが、警察等の協議により変更が生じた場合等は
別途協議する。

交通誘導警備員の計上

交通誘導警備員Ｂ

夜昼 34

公害・環境対策
関係

　水替・流入防止施設が必要である。

　騒音・振動等の測定を指定する箇所がある。
対 象 工 種 ：
対 象 箇 所 ：
制 限 内 容 ：

　地元対策上や法改正等により規制処置が必要となった場合は、監督職員に報告し協議する。
内 容 ：

夜間勤務　（20:00～5:00）
（うち交替要員○人）

24時間勤務
（うち交替要員○人）

延べ 34
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施工条件書
（●：適用する　　○：適用しない）

項　目 事 項

安全対策関係 ○ 2

○ 3

○ 4

○ 5

○ 6

工事用道路関係 ○ 1

○ 2

○ 在置 ○ 撤去

○ 3

仮設備関係 ● 1

○ 2

○ 3

(2)搬入路の使用中及び使用後の処置が必要である。

　仮土留、仮橋、足場等の仮設物を、次年度にわたり使用又は他の工事に転用もしくは兼用す
る。

(2)仮設道路の維持補修が必要である。

　一般道路を搬入路として使用するには次の制約がある。

　その他　：

　鉄道、ガス、電気、水道等の施設と近接する工事であるため、施工方法等に制限がある

(3)本工事周辺道路の損傷を把握するため、着手前と完成後に現地調査を行うこと。

　落石、雪崩、土砂崩落等に対する防護施設の計上がある。

内 容 ：

内 容 ：

内 容 ：

内 容 ：

内 容 ：

(1)仮設道路の安全施設が必要である。

仮橋の管理・賃料を計上

　発破作業等の制限、又は保安設備、保安要員の配置指定がある。

内 容 ：

内 容 ：

処 置 内 容 ：

内 容 ：

処 置 内 容 ：

使用期間、時間帯：

搬 入 経 路 ：

　昼夜の通行車両、自転車歩行者、飛び石防止等の安全確保をすること

(1)工事用資機材等の搬入経路、使用期間、使用時間帯等に制限がある。

　その他　内容　：

　仮設備の構造及びその施工方法を次のとおり指定する。

(3)工事終了後の処理：

　仮設道路を設置する。

　その他　内容　：

3／5



施工条件書
（●：適用する　　○：適用しない）

項　目 事 項

建設副産物関係 ○ 1

○
km

○

○

● 2

● (1) 本工事で発生する建設廃棄物は、設計上、次の施設に持ち込むことを見込んでいる。

● ○

km

○ ○

km

○

km

○ (2)

●

○ 3

km

○ 4

　　　　　　　　

● 5

その他
　建設廃棄物処理委託契約を処理業者と締結し、契約書の写しを建設副産物処理承認申請
書に添付すること。また、マニフェストＥ票の写し及び廃材処理報告書（別添様式）を竣工図
書に添付すること。

再生資源化施設（Co塊、As塊）

ただし、上記は積算上の条件を明示するものであり、処理施設を指定するものではない。

処理品目： 建設発生木材

所在地： 運搬距離：

Co塊 As塊

Co塊 As塊

所在地： 　　処理施設所在地 運搬距離：

矢板市針生字境峰363-1 運搬距離： 7

再生資源化施設（建設発生木材）

積算上の処理施設：

積算上の処理施設：

再生資源利用〔促進〕計画書の提出

工事を実施するにあたり、再生資源利用〔促進〕計画書を施工計画書に添付するものとし、計画
書の実施状況については、再生資源利用〔促進〕実施書を作成して、工事完了後速やかに実施
書を発注者に提出すること。また、再生資源利用〔促進〕計画書（実施書）の作成にあたり、再生
資源利用〔促進〕計画書（実施書）入力システムを利用するものとする。

　「建設工事に係る資材の再資源化に関する法律（平成12年法律第104号）」に基づき、分別解体
及び再資源化の実施について適正な措置を講ずること。

運搬距離

http://www.pref.tochigi.lg.jp/h02/kensetsuodei.html

　舗装版の切断時に発生する濁水の適正な処理

　建設汚泥の処理（舗装版切断時に発生する濁水を除く。）

○○○会社（○○○市○○）

※「栃木県建設汚泥処理施設名簿」は、栃木県ホームページに掲載されている。

※特定建設資材：ｺﾝｸﾘｰﾄ、ｺﾝｸﾘｰﾄと鉄筋を含む建設資材、木材、ｱｽﾌｧﾙﾄ

所在地：

特定建設資材を、材料として使用する工事である。

運搬距離

　本工事におけるカッター切断作業により発生する濁水については、「廃棄物の処理及び清掃に
関する法律（昭和45年法律第137号）」に基づき適正に処理しなければならない。
　また、下記の処理施設は積算上の条件を明示するものであり、処理施設を指定するものではな
い。なお、舗装版切断時に発生する濁水の処理量は、設計変更の対象とする。

ホーム＞県政情報＞庁舎・組織の案内＞県土整備部　＞技術管理課＞4．その他情報＞栃木県建設
汚泥処理施設名簿について

指定処理（Ｂ）

㈱浜屋組

　　　　施設名

処理品目：

その他
　建設発生土の処理について、捨土処理報告書（別添様式参照）を作成し、監督員に提出す
る。また、原則日曜、祭日、夜間の捨土は不可とする。

処理品目：

指定処理（Ａ）

　設計上、残土の処理場所は、　　　kmの範囲内に処理すると見込んでいるが、発注後、監
督職員と協議する。

　建設発生土処理場所

　下記の処理施設は、積算上の条件を明示するものであり、処理施設を指定するものではない。
ただし、建設汚泥については「栃木県建設汚泥処理施設名簿」より適切な施設を選定すること。

　残土の処理場所　：
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施工条件書
（●：適用する　　○：適用しない）

項　目 事 項

工事支障物件 ● 　受注者は、工事施工箇所に地下埋設物件等が予想される場合には、当該物件の位置、深さ等を

調査し監督職員に報告しなければならない。また、施工の障害となる占用物件がある場合は、

占用者とその処置について打ち合わせを行い、監督職員に報告しなければならない。

　受注者は施工中、管理者不明の地下埋設物等を発見した場合は、監督職員に連絡し、

その処置については占用者全体の現地確認を求め、管理者を明確にしなければならない。

○ 1

① ②

○ 2

○ 電話 ○ 電気 ● 上水道 ○ 下水道
○ ガス ○ 鉄道 ○ 警察 ○ その他　：

○ 3

○ 電話 ○ 電気 ○ 上水道 ○ 下水道
○ ガス ○ 鉄道 ○ 警察 ○ その他　：

○ 4 　その他　内容　：

その他 ○ 1

○ 2

○ 3

○ 4

○ 5

○ 6

○ 7

○ 8

○ 9

内 容 ：

内 容 ：

内 容 ：

引 渡 し 期 間 ：

支 給 数 量 ：

発 生 品 名 ：
発 生 数 量 ：
再利用の有無 ：
引 渡 し 場 所 ：

　工事区間には次の占用物件が存在するので、占用物件管理者に立会を求め、占用物件に影
響を与えないよう施工すること。

　工事区間では次の占用物件が施工中であるので、占用物件管理者との工程調整を密に行い、
工事に支障のないよう調整すること。

　受注者は、架空電線類等の管理者に防護措置を依頼する場合は、事前に監督職員と協議を行うこと。

支障物件　：
移設時期　： 移設時期　：

　地上、地下等への占用物件等で次のとおり工事支障物件が存在する。

支障物件　：

管理者名　：管理者名　：

保 管 場 所 ：
保 管 期 間 ：
保 管 方 法 ：

　その他

工事影響範囲内に架空電線等が存在する。

支 給 品 名 ：

　工事用資機材の保管及び仮置きは、次のとおりとする。

　部分使用を行う必要がある。

　新技術・新工法・特許工法を指定する。

　工事用電力等を指定する

　架設工法を指定する。

　関係機関・自治体等との近接協議に係る条件等がある。

　支給材料及び貸与品があるので、次のとおり取り扱うこと。

　工事現場発生品があるので、次のとおり取り扱うこと。

内 容 ：

内 容 ：

内 容 ：

品質、規格又は性能：

引 渡 し 場 所 ：
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（別紙　５）

令和　　　年　　　月　　　日

　　矢板市長　　　　　　　様

住 所

商号又は名称

代 表 者 氏 名

　　　捨土処理について、次のように処理を行いましたので、関係書類を添えて報告

　　いたします。

１． 工 事 名

２． 工 事 場 所

３． 処 分 場 所

４． 処分地所有者名

又は処理施設社名

５． 処 理 量

６． 付 属 書 類 写真（処理前後）、位置図

捨　土　処　理　報　告　書

記



（別紙　６）

令和　　　年　　　月　　　日

　　矢板市長　　　　　　　様

住 所

商号又は名称

代 表 者 氏 名

　　　廃材処理について、次のように処理を行いましたので、関係書類を添えて報告

　　いたします。

１． 工 事 名

２． 工 事 場 所

３． 処 分 場 所

４． 処分地所有者名

又は処理施設社名

５． 処 理 量

６． 付 属 書 類 写真（中間処理施設看板、廃材幅管理）、位置図

中間処理施設入荷証明

廃　材　処　理　報　告　書

記



○ 1

○

○

○

○

● 2

(1)

(2)

(3)

(4)

(5)

(6)

● 3

(1)

(2)

(3)

(4)

● 4

● 5

兼任届出書（様式第１号）を協議書の写しとともに提出すること。

　当該現場において現場代理人と主任技術者等の兼務は可能である。

　現場代理人又は主任技術者を兼任させようとする場合は、双方の監督員と工事打合せ簿により協

議のうえ、承認を受けなければならない。承認を得たのち、管財担当へ現場代理人（主任技術者）の

１．　監理技術者の配置を要すると見込まれる工事。

２．低入札価格調査を経て契約締結した又は締結しようとする工事。

※  なお、主任技術者を現場ごとに専任で置く必要がある工事は、「公共性のある工作物に関する重要な工事」
で、「請負金額が4,000万円以上」の工事をいう。（建設業法第26条第3項及び建設業法施行令第27条）
　また、発注者から直接請け負った工事のうち4,500万円（※土木工事の場合）以上を下請負契約して工事を施工
するときは、主任技術者に代えて「監理技術者」を専任で置かなければならない。（建設業法第26条第3項及び建
設業法施行令第2条）

　主任技術者が管理することができる工事の数は、専任が必要な工事含む場合は、原則２件とする。

　過去５年間に、現場代理人若しくは主任（監理）技術者として配置した矢板市発注工事において、工事

成績評定が「D」以下でない者。

※　ただし、以下の工事は兼任を認めない。

（要件）

　矢板市発注の工事で、入札公告等に兼任可能である旨明記されているもの。

　工事対象となる工作物に一体性若しくは連続性が認められ工事又は施工にあたり相互に調整を要する

工事で、かつ、工事場所が近接しているもの。

　本工事における主任技術者（監理技術者は除く。）について、以下のすべての要件を満たし、かつ、発注者
の承諾を受ければ、他工事との兼任が可能である。

　現場代理人は、駐在する現場に偏りがないように配慮しつつ、兼任する現場いずれかに必ず駐在し、

兼任する現場の管理運営に努めるものとする。

　過去５年間に、現場代理人若しくは主任（監理）技術者として配置した矢板市発注工事において、工事

成績評定が「D」以下でない者。

※　個々の工事の施工難易度や工事現場の条件等により兼任が不可能と判断した場合は、兼任を認めず、

また兼任を取消すことがある。

（要件）

　矢板市発注の工事で、入札公告等に兼任可能である旨明記されているもの。

　兼任できる工事は、同一現場代理人は２件までとする。

　いずれの兼任工事も請負代金が3,500万円未満とする。

　工事を兼任する現場代理人は、工事現場の安全管理を徹底し、常に市（監督員）と連絡が取れる体制を

確保すること。

特記仕様書
この特記仕様書は、栃木県土木工事共通仕様書でいう特記仕様書である。

（●：適用する　　○：適用しない）

項　目 事項

現場代理人の常
駐義務の緩和及
び専任の主任技
術者の兼任等

　本工事は、現場代理人及び主任技術者の他工事との兼任は認めない。

　交通量が多い現道上の工事であり、現場の安全管理に特に万全を期す必要がある。

　急傾斜地での工事であり、現場の安全管理に特に万全を期す必要がある。

　当該工事は　　　　　　　であり、現場代理人が他の工事と兼任した場合、工事現場における運営、取締り及
び権限の行使に支障があるため、兼任は認めない。

理由：

　本工事における現場代理人について、以下のすべての要件を満たし、かつ、発注者の承諾を受ければ、他
工事との兼任が可能である。ただし、作業工程上、受注者が安全管理や現場の運営・取締りなどの面で、現
場代理人の常駐が必要と判断した間は、この限りではない。
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特記仕様書
この特記仕様書は、栃木県土木工事共通仕様書でいう特記仕様書である。

（●：適用する　　○：適用しない）

項　目 事項

○ 1

● 2

● 3

　　添付すること。

●

週休2日制工事 ○ 1

● 2

再生材関係 ● 1

● 2

● 1

○ 2

規格・寸法

1

2

3

● 3 　受注者は、「とちの環エコ製品」を利用した場合は、別紙の「リサイクル製品利用実績書」を工事完成時に再
生資源利用実施書に添付して提出するものとする。

県土整備部リサ
イクル製品利用
指針関係

　受注者は、「県土整備部リサイクル製品利用指針」に基づき、「とちの環エコ製品」の使用に努めるものとす
る。

　本工事では、上記に加え、以下に指定する「とちの環エコ製品」を使用するものとする。なお、指定製品の
調達が困難な場合は、監督職員と協議し、使用目的に応じて、他の「とちの環エコ製品」又は、新材品等に変
更することができる。

　この工事で使用を指定する「とちの環エコ製品」

使用工種 とちの環エコ製品　品目名・ブランド名

最初の搬入時に1枚作成する。

　本工事は、エコスラグ入り再生加熱アスファルト混合物を使用すること。なお、供給不能な場合など

やむを得ない事情により使用できない場合は、監督職員と協議の上、再生加熱アスファルト混合物に

変更できるものとする。なお、この場合においても原則として設計変更の対象としない。

　受注者は、再生クラッシャーランの使用にあたっては、「再生材の利用基準」（県土整備部制定）を準

拠することとし、現場搬入開始時には目視による品質確認状況を写真に記録するとともに、「再生クラッ

シャ-ラン（RC材）品質確認状況報告書」を作成のうえ、速やかに監督職員に提出するものとする。

  なお、報告書は、本工事におけるRC材の搬入開始時に1枚作成し、その他供給元が変更するごとに

　本工事は「矢板市週休２日制工事試行要領」に基づく工事である。（発注者指定型）

　本工事は「矢板市週休２日制工事試行要領」に定める受注者の希望により週休２日制工事が実施できる工
事である。（受注者希望型）

「農業土木」とするものに限る。）とするものに合格した者。

※　なお、主任技術者等の通知書に合格証明書等有資格技術者であることを証するもの（写しでも可）を

法定福利費を明
示した請負代金
内訳書の提出

法定福利費を明示した請負代金内訳書の提出について

本工事において、受注者は、当初契約後、14日以内に請負代金内訳書（以下「内訳書」という。）を作成して、発注
者に提出するものとする。

　建設業法（昭和２４年法律第１００号）による技術検定（以下「技術検定」という。）のうち検定種目を二

級の建設機械施工管理または二級の土木施工管理とするものに合格した者、並びに建設大臣か前述

の者と同等以上の能力を有するものと認定した者。

　技術法（昭和３２年法律第１２４号）による本試験のうち技術部門を建設部門、農業部門（選択科目

　なお、変更契約時については、発注者から内訳書の提出を請求された場合、受注者は、内訳書を提出しなけれ
ばならない。

主任技術者につ
いて

　建設業法（昭和２４年法律第１００号）による技術検定（以下「技術検定」という。）のうち検定種目を一

級の建設機械施工管理または一級の土木施工管理とするものに合格した者、並びに建設大臣か前述

の者と同等以上の能力を有するものと認定した者。
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特記仕様書
この特記仕様書は、栃木県土木工事共通仕様書でいう特記仕様書である。

（●：適用する　　○：適用しない）

項　目 事項

●
1

2

3

○ 1

その他 ○ 1

● 2

○ 3

(注) １．基層にグースアスファルト混合物を使用する場合の瀝青材料は、タックコート（ゴム入り）を使用する。

２．排水性アスファルト混合物を使用する場合の瀝青材料は、タックコート（ゴム入り）を使用する。

３．上記の散布量には、材料ロス分を含む。

● 4

● 5

○ 6 　その他　内容　：

　ＣＯＲＩＮＳへの登録は、契約後１０日以内（土日祝日を除く。）に行うこと。

　また、技術者の従事期間は、実工期の期間（契約書に記載されている工期）をもって登録すること。

ℓ 126

　本工事において、受注者は法定外の労災保険に付さなければならない。

種　　別 単位 数　量
タックコート ℓ 43
プライムコート

瀝青材料の散布量（１００m2当り）

ディスク等に保管し、その保管年数は１０年間を原則とする。

受注者は保険契約の締結後速やかに、その証券又はこれに代わるものを発注者に提示し確認を受けること。

ＣＯＲＩＮＳへの登録（栃木県土木工事共通仕様書　1-1-5CORINSへの登録）

(4)　受注者は、電子媒体（ＣＤ－Ｒ又はＤＶＤ－Ｒ）において、提出した電子データが「電子納品ガイドライン」

に基づき作成されていることを監督職員の立会いのもと確認する。

　なお、電子データの検査方法については、別途協議のうえ決定する。 

(5)　受注者は、本工事の実施にあたり内容に疑義が生じた場合には、速やかに監督職員と協議し、その

　なお、電子納品の対象外とした書類は、従来通り紙で納品する。

　「ガイドライン」で特に記載のない項目については、原則として成果を電子化して提出する義務はない

が、監督職員と協議の上、電子化を決定する。 また、紙による書類の提出は必要最小限とする。

(3)　請負者は、発注者に提出する電子媒体に格納したデータを、バックアップとして請負者のハード

指示を受けなければならない。

　瀝青材料の散布量については次のとおりとする。

(1)　ここでいう電子データとは、｢電子納品運用に関するガイドライン(案)｣ （以下「電子納品ガイドライ

ン」という）に示されたファイルフォーマットに基づいて作成されたものを指す。

　なお、書面における署名または押印の取扱いについては、別途監督員と協議するものとする。

(2)　成果品の提出の際には、国土交通省チェックシステムを利用し、エラーがないことを確認した後、

ウィルスチェックを実施したうえで電子媒体(CD-R等)に格納して正副各１部、計２部提出する。

　本工事は 調査の対象工事となっているので、調査票を提出すること。

　本工事は、工事の最終成果を電子データで納品する電子納品対象工事である。

出水期間中の現
場管理及び施工

出水期間中の現場管理及び施工について
　本工事における出水期間中の現場管理及び施工については、栃木県土木工事共通仕様書第１編「1-1-1-
26工事中の安全確保」に基づき、作業員の待避及び仮設物・資機材等の流出防止等、必要な対策を講ずる
ものとする。
　なお、上記については栃木県土木工事共通仕様書「1-1-1-4施工計画書」に基づき、施工計画書に記載の
うえ監督員に提出するものとする。

　また、気象情報や河川水位の収集及び伝達方法等についても施工計画書に記載し、安全確保に万全の体
制を執るものとする。

　本工事で使用し又は使用させる軽油使用の車両（資機材等の搬出入車両を含む）並びに建設機械等

の燃料には規格（ＪＩＳ）に合った軽油を使用すること。

  また、使用燃料の抜き取り調査を行う場合には、現場代理人がこれに立ち会うなど協力を行うこと。

　以上のことについて、下請業者及び資材運搬業者等にも十分に指導すること。

不正軽油防止対
策

工事現場における不正軽油の使用防止に関し、次の事項を遵守すること。

　本工事は、地方税法（昭和25年法律第226号）及び特定特殊自動車排出ガスの規制等に関する法律
（平成17年5月25日法律第51号）を遵守すること。
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工事名：道路改良工事（市道泉・長井１号線）分割２号

箇所名：矢板市長井地内

図面番号 図面番号

1 計画平面図

2 縦断図

3 標準横断図

4 横断図

5 ブロック積擁壁一般図

6 排水工構造図（１）

7 排水工構造図（２）

8 排水工構造図（３）

9 排水系統図

10 舗装構成図

11 区画線平面図

12 付属施設工構造図

　図　面　目　録  

図　面　名　称 図　面　名　称


























